様式集
１　労働基準法施行規則関係
様式第２号（第７条関係）
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申請者 

解　雇　制　限 
解　雇　予　告
	事 業 の 種 類
	事 業 の 名 称
	事 　業　 の　 所　 在　 地

	
	
	

	天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が不可能となった具体的事情
	除外を受けようとする労働者の範囲

	
	業務上の傷病に
より療養する者
	男       人
	女      人
	計      人

	
	産前産後の女性
	人
	

	
	法第20条第１項
但書前段の事由に
基づき即時解雇
しようとする者
	男       人
	女      人
	計      人


　　　　　年　　月　　日
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申請者 

職
氏　名                  　　　        印
滋賀県人事委員会委員長　様
記入上の注意
１　表題の「解雇制限」および「解雇予告」のうち該当しない文字を抹消すること。
２　「天災地変その他やむを得ない事由のために事業の継続が不可能となった具体的事情」の欄には、その発生年月日と事業の継続が不可能となった関係を明記すること。
様式第３号（第７条関係）
解 雇 予 告 除 外 認 定 申 請 書
	事 業 の 種 類
	事 業 の 名 称
	事 　業　 の　 所　 在　 地

	
	
	

	労 働 者 氏 名
	性別
	雇入年月日
	業務の種類
	労働者の責に帰すべき事由

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　　　　　年　　月　　日
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申請者 

                                           　  　　    　　　　　　職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　氏　名                　　　      　印
　　滋賀県人事委員会委員長　様
記入上の注意
１  「業務の種類」の欄には、所属部課（係）名、職名および担任事務を記入すること。
２  「労働者の責に帰すべき事由」の欄には、できるだけ具体的に記入すること。本申請書に記載しきれないときは、別紙に記載して添付すること。
３  本申請書は、当該職員の任命権者から提出すること。
様式第６号（第13条関係）
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申請者 

　　　　　　　　　　　　　　　　　労働時間延長　　許可申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　休日労働　　届
	事 業 の 種 類
	事 業 の 名 称
	事　業　の　所　在　地

	
	
	

	時間延長を必要とする事由
	時間延長を行う時間および延長時間
	労 　働　 者　 数

	
	
	人　

	休日労働を必要とする事由
	休日労働を行う年月日
	労 　働　 者　 数

	
	
	人　


　　　　　年　　月　　日
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申請者 

                                      　　　　     　　　  　 職
                                          　　　　 　　　　 氏　名                  　　　　     印
　　滋賀県人事委員会委員長　様　
備考　「許可申請書」と「届」のいずれか不要の文字を削ること。
記入上の注意　「時間延長を必要とする事由」および「休日労働を必要とする事由」の欄には、事由の具体的内容、発生年月日等を記入すること。

様式第９号（第17条関係）
　　　　　　　　　　　　　　時間外労働
　　　　　　　　　　　　　　休日労働
	事 業 の 種 類
	事 業 の 名 称
	事業の所在地（電話番号）

	
	
	

	
	時間外労働をさせる必要のある具体的事由
	業務の種類
	労働者数（満18歳以上の者）
	所定
労働
時間
	延長することができる時間
	期 間

	
	
	
	
	
	1 日
	１日を超える一定の期間（起算日）
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	①　下記②③のいずれにも該当しない労働者
	
	
	        人
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	②　1年単位の変形労働時間制により労働する労働者
	
	
	        人
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	③　育児または家族介護を行う女性労働者のうち延長することができる時間を短くすることを申し出た者
	
	
	        人
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	休日労働をさせる必要のある具体的事由
	業務の種類
	労働者数（満18歳以上の者）
	所定
休日
	労働させることができる休日ならびに始業および終業の時刻
	期 間

	
	
	        人
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


協定の成立年月日　　　　年　　　月　　　日
                                                                　　　　　　 職
協定の当事者である労働組合の名称または労働者の過半数を代表する者の
                                                              　　　　　  　氏名
協定の当事者（労働者の過半数を代表する者の場合）の選出方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
年　　月　　日
職
                                       　　　　　　　　        　　　　　　   氏　名                    　　    　 印
　　滋賀県人事委員会委員長　様
　記入上の注意
１　「業務の種類」の欄には、時間外労働または休日労働をさせる必要のある業務を具体的に記入し、労働基準法第36条第１項ただし書の健康上特に有害な業務について協定をした場合には、当該業務を他の業務と区別して記入すること。
２　「延長することができる時間」の欄の記入に当たっては、次のとおりとすること。
(1)「１日」の欄には、労働基準法第32条から第32条の５までまたは第40条の規定により労働させることができる最長の労働時間を超えて延長することができる時間であって、１日についての限度となる時間を記入すること。
(2)「１日を超える一定の期間（起算日）」の欄には、労働基準法第32条から第32条の５までまたは第40条の規定により労働させることができる最長の労働時間を超えて延長することができる時間であって、同法第36条第１項の協定で定められた１日を超え３箇月以内の期間および１年間についての延長することができる時間の限度に関して、その上欄に当該協定で定められたすべての期間を記入し、当該期間の起算日を括弧書きし、その下欄に、当該期間に応じ、それぞれ当該期間についての限度となる時間を記入すること。
３　②の欄は、労働基準法第32条の４の規定による労働時間により労働する労働者（対象期間が３箇月を超える変形労働時間制により労働する者に限る。）について記入すること。
４　③の欄は、労働基準法第133条の特定労働者であって、その者に係る時間外労働を短いものとすることを使用者に申し出たものについて記入すること。
５　「労働させることができる休日並びに始業及び終業時刻」の欄には、労働基準法第35条の規定による休日であって労働させることができる日並びに当該休日の労働の始業および終業の時刻を記入すること。
６　「期間」の欄には、時間外労働または休日労働をさせることができる日の属する期間を記入すること。
様式第10号（第23条関係）
断続的な宿直または日直勤務許可申請書
	事 業 の 種 類
	事　業　の　名　称
	事 　業　 の　 所　 在　 地

	
	
	

	宿直
	総　員　数
	１回の宿直員数
	宿直勤務の開始
および終了時刻
	一定期間における
１人の宿直回数
	１回の宿直手当

	
	人
	人
	
	回
	円

	
	就寝設備
	

	
	勤務の態様
	

	日直
	総　員　数
	１回の日直員数
	日直勤務の開始
および終了時刻
	一定期間における
１人の日直回数
	１回の日直手当

	
	人
	人
	
	回
	円


	
	勤務の態様
	


　平成　　年　　月　　日
                                                  　　　  　 職
                                                 　　 　　 氏　名     　　　                  印
　　滋賀県人事委員会委員長　様
記入上の注意
　１　「総員数」の欄には、事業場の労働者のうち宿直または日直をさせる労働者の総数を記入すること。
　２　「一定期間における１人の宿（日）直回数」の欄には、宿直については１週間における１人の宿直回数を、日直については１月間における１人の日直回数を記入すること。
　３　「就寝設備」の欄には、宿直室の広さ、寝具の種類、暖房設備等の状況等について記入すること。
　４　「勤務の態様」の欄には、宿直または日直中に労働者が処理する業務の内容を具体的に記入するとともに宿直については、連続してとれる睡眠時間を記入すること。
様式第13条の５（第33条関係）
休 憩 自 由 利 用 除 外 許 可 申 請 書
	施　設　の　種　類
	施　設　の　名　称
	施　設　の　所　在　地

	
	
	

	児童と起居をともにする者
	職　　　　名
	員　　数
	児　童　数

	
	
	人
	人

	勤務の
態様
	

	
	

	
	

	
	

	
	


　平成　　年　　月　　日
                                         　           　　　　　　職
                                       　          　　　　　　 氏　名  　　　                    印
　　滋賀県人事委員会委員長　様
記入上の注意
１　「施設の種類」欄には、労基則第33条第１項第２号の乳児院等５種の施設の区分を記入すること。
２　「勤務の態様」欄には、始業、終業の時刻、休憩時間の配置、休憩の場所、休憩を自由に利用させられない理由などを詳細に記入すること。
様式第14号（第34条関係）
　　　　　　　監　　　視
          　　断続的労働
	事 業 の 種 類
	事　業　の　名　称
	事　　業　　の　　所　　在　　地

	
	
	

	
	業務の種類
	員 数
	労働の態様

	監　　　　　視
	
	人
	

	断続的労働
	
	人
	


　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　                 　  職
氏　名          　　       　     印
　　滋賀県人事委員会委員長　様
記入上の注意
　１　「業務の種類」の欄は、「宿日直」、「守衛」等具体的業務を記入すること。
　２　「労働の態様」の欄には、業務内容、勤務時間、実労働時間等を具体的に記入すること。

様式第23号の２（第57条関係）
適　　用　　事　　業　　報　　告
	事業の種類
	事　業　の　名　称
	事業所の所在地（電話番号）

	
	
	

	労
働
者
数
	種　　別
	満18歳以上
	満15歳以上
満18歳未満
	満15歳未満
	計

	
	通
勤
	男
	           人
	           人
	           人
	           人

	
	
	女
	           人
	           人
	           人
	           人

	
	
	計
	           人
	           人
	           人
	           人

	
	寄
宿
	男
	           人
	           人
	           人
	           人

	
	
	女
	           人
	           人
	           人
	           人

	
	
	計
	           人
	           人
	           人
	           人

	
	総　 計
	           人
	           人
	           人
	           人

	備　　　考
	      適用年月日
                  　 　　　年　　　月　　　日


　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職
                                      　      　　　　　　氏　名                　　　     印
　　滋賀県人事委員会委員長　様
記入上の注意
１　坑内労働者を使用する場合には、労働者数の欄にその数を括弧して内書すること。
２　備考の欄には適用年月日を記入すること。
３　「事業の種類」欄には、事業の内容を具体的に詳しく記入すること。
工業の場合は、日本標準産業分類の中分類で記入すること。
４　「労働者数」欄には、事業所の長を除くすべての職員数を記入すること。ただし、単純労務職員については、その数を括弧して内書すること。
５　本報告には、次の資料を添付すること（新規適用事業所の場合に限る。）。
所掌事務、内部組織等について定めるもの（事務分掌表等）
２　労働安全衛生規則関係
様式第20号（第85条、第86条関係）
建 設 物
機 械 等
	事業の種類
	
	事業場の名称
	
	常時使用する
労働者数
	

	設置地
	
	主たる事務所
の所在地
	電話　　 （　　 ）

	計画の概要
	

	製造し、または取り扱う物質等および当該業務に従事する労働者数
	種　　類　　等
	取　　扱　　量
	従事労働者数

	
	
	
	男
	女
	計

	
	
	
	     人
	     人
	      人

	参画者の氏名
	
	参画者の
経歴の概要
	
	電気使用設備
の定格容量
	kw

	工事着手
予定年月日
	　　年　　　月　　　日
	工事落成
予定年月日
	　　年　　　月　　　日


　平成　　年　　月　　日

職
氏　名 　　　　　　　　　　　　　　印
　　滋賀県人事委員会委員長　様
備考
　１　表題の「建設物」および「機械等」ならびに「設置」、「移転」および「変更」のうち、該当しない文字を抹消すること。
　２　「事業の種類」の欄は、次の業種を除き、日本標準産業分類の中分類により記入すること。
化学調味料製造業　動植物油脂製造業　紡績業　染色整理業　紙加工品製造業　セロファン製造業　新聞業
出版業　製本業　印刷物加工業　機械修理業
　３　「設置地」の欄は、「主たる事務所の所在地」と同一の場合は記入を要しないこと。
　４　「計画の概要」の欄は、建設物または機械等の設置、移転または変更の概要を簡潔に記入すること。
　５　「製造し、または取り扱う物質等及び当該業務に従事する労働者数」の欄は、別表第７の13の項から24の項まで（22の項を除く。）の上欄に掲げる機械等の設置等の場合に記入すること。
この場合において、以下の事項に注意すること。
　　イ　別表第７の21の項の上欄に掲げる機械等の設置等の場合は、「種類等」および「取扱量」の記入は要しない　　　こと。
　　ロ　「種類等」の欄は、有機溶剤等にあってはその名称および有機溶剤中毒予防規則第１条第１項第３号から第５号までに掲げる区分を、鉛等にあってはその名称を、焼結鉱等にあっては焼結鉱、煙灰または電解スライムの別を、四アルキル鉛等にあっては四アルキル鉛または加鉛ガソリンの別を、粉じんにあっては粉じんとなる物質の種類を記入すること。
　　ハ　「取扱量」の欄には、日、週、月等一定の期間に通常取り扱う量を記入し、別表第７の14の項の上欄に掲げる機械等の設置等の場合は、鉛等または焼結鉱の種類ごとに記入すること。
　　ニ　「従事労働者数」の欄は、別表第７の14の項、15の項、23の項および24の項の上欄に掲げる機械等の設置等の場合は、合計数の記入で足りること。
　６　「参画者の氏名」および「参画者の経歴の概要」の欄は、型枠支保工または足場に係る工事の場合に記入すること。
　７　「参画者の経歴の概要」の欄には、参画者の資格に関する職歴、勤務年数等を記入すること。
　８　別表第７の22の項の上欄に掲げる機械等の設置等の場合は、「事業場の名称」の欄には建築物の名称を、「常時使用する労働者数」の欄には利用事業場数および利用労働者数を、「設置地」の欄には建築物の住所を、「計画の概要」の欄には建築物の用途、建築物の大きさ（延床面積及び階数）、設備の種類（空気調和設備、機械換気設備の別）ならびに換気の方式を記入し、その他の事項については記入を要しないこと。
　９　この届出に記載しきれない事項は、別紙に記載して添付すること。
様式第22号（第96条関係）
事　　故　　報　　告　　書
	事 業 の 種 類
	事業場の名称（建設業にあっては工事名併記のこと）
	労 働 者 数

	
	
	人　

	事　　業　　場　　の　　所　　在　　地
	発　　　　生　　　　場　　　　所

	（電話　　　　　　　　　　　）
	

	発　　　　生　　　　日　　　　時
	事 故 を 発 生 し た 機 械 等 の 種 類 等

	年　　 月　 　日　 　時　 　分
	

	構内下請事業の場合は新事業場の名称
建設業の場合は元方事業場の名称
	

	事 故 の 種 類
	

	人 的 被 害
	区　　分
	死亡
	休業４
日以上
	休業１
～３日
	不休
	計
	物的被害
	区　　分
	名称、規模等
	被害金額

	
	
	
	
	
	
	
	
	建　　　　　物
	㎡
	円

	
	 事故発生
 事業場の
 被災労働
 者数
	男
	  人
	     人
	     人
	   人
	   人
	
	その他の建設物
	
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	機　械　設　備
	
	円

	
	
	女
	  人
	     人
	     人
	   人
	   人
	
	原　　材　　料
	
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	製　　　　　品
	
	円

	
	その他の
被災者の概数
	（　　　　　　　）
	
	そ　　の　　他
	
	円

	
	
	
	
	合　　　　　計
	
	円

	事故の発生状況
	

	事故の原因
	

	事故の防止対策
	

	参考事項
	

	報告書作成者職氏名
	
	


           年　　月　　日
                                                                　　　　　　  職
氏　名             　        　　　      印
　　滋賀県人事委員会委員長　様
備考
　１　「事業の種類」の欄には、日本標準産業分類の中分類により記入すること。
　２　「事故を発生した機械等の種類等」の欄には、事故発生の原因となった次の機械等について、それぞれ次の事項を記入すること。
(1) ボイラーおよび圧力容器に係る事故については、ボイラー、第一種圧力容器、第二種圧力容器、小型ボイラーまたは小型圧力容器のうち該当するもの。
(2) クレーン等に係る事故については、クレーン等の種類、型式およびつり上げ荷重または積載荷重。
(3) ゴンドラに係る事故については、ゴンドラの種類、型式および積載荷重。
　３　「事故の種類」の欄には、火災、鎖の切断、ボイラーの破裂、クレーンの逸走、ゴンドラの落下等具体的に記入すること。
　４　「その他の被災者の概数」の欄には、届出事業者の事業場の労働者以外の被災者の数を記入し、（　）内には死亡者数を内数で記入すること。
　５　「建物」の欄には構造および面積、「機械設備」の欄には台数、「原材料」および「製品」の欄にはその名称および数量を記入すること。
　６　「事故の防止対策」の欄には、事故の発生を防止するために今後実施する対策を記入すること。
　７　「参考事項」の欄には、当該事故において参考になる事項を記入すること。
　８　この様式に記入しきれない事項については、別紙に記載して添付すること。
様式第24号（第97条関係）
労 働 者 死 傷 病 報 告
	年　 月から　 年 　月まで　


	事業の種類
	事業場の名称（建設業にあって
は工事名を併記のこと。）
	事 業 場 の 所 在 地
	電　　話
	労働者数

	
	
	
	 (　　)
	          人

	被災労働者の氏名
	性　別
	年 齢
	職　　種
	発生月日
	傷病名および
傷病の部位
	休業
日数
	災害発生状況

	
	男・女
	    歳
	
	   月　日
	
	
	

	
	男・女
	    歳
	
	   月　日
	
	
	

	
	男・女
	    歳
	
	   月　日
	
	
	

	
	男・女
	    歳
	
	   月　日
	
	
	

	
	男・女
	    歳
	
	   月　日
	
	
	

	
	男・女
	    歳
	
	   月　日
	
	
	

	
	男・女
	    歳
	
	   月　日
	
	
	

	
	男・女
	    歳
	
	   月　日
	
	
	

	報告書作成者職氏名
	
	


         年　　月　　日
                                                         　　　　　　  職
氏　名             　　　         印
　滋賀県人事委員会委員長　様
注　本様式は、労働者の休業日数が４日未満のときに用い、四半期ごとに報告すること。
３　ボイラー及び圧力容器安全規則関係
様式第３号（第５条、第10条～第12条関係）甲
　（鋼製ボイラー）
ボ　イ　ラ　ー　明　細　書
	
	60㎜
	

	種　　　　　　　　類
	
	検 査 済 印 欄
	

	最高使用圧力
	MPa
	
	

	最大蒸発量
	ton/hr
	
	

	ボイラーの構造
	伝熱面積
	㎡
	
	

	
	火格子面積
	㎡
	
	

	
	胴
	材　　　　　　　　　料
	最　　大　　内　　径
	
	

	
	
	
	㎜
	
	

	
	
	長　　　　　　　　　さ
	板　　の　　厚　　さ
	
	

	
	
	㎜
	㎜
	
	

	
	鏡板または管板
	材　　　　　料
	形　　　　　状
	すみの丸みの内半径
	板　　の　　厚　　さ
	

	
	
	
	
	㎜
	㎜
	

	
	炉筒または火室
	材　　　　　料
	形　　　　　状
	最 　大 　内 　径
	板　　の　　厚　　さ
	

	
	
	
	
	㎜
	㎜
	

	
	ステー
	種　　　　　類
	材　　　　　料
	径（ガゼットステーに
あっては、板の厚さ）
	胴、鏡板等との取付方法
	

	
	
	
	
	㎜
	
	

	
	
	
	
	㎜
	
	

	
	
	
	
	㎜
	
	

	
	胴の長手継手の
種類および効率
	
	

	
	マンホール、掃除
穴または検査穴
	種　　　　　　　　類
	大　　　き　　　さ
	数
	

	
	
	マンホール
	㎜　×           ㎜
	
	

	
	
	掃除穴
	㎜
	
	

	
	
	検査穴
	㎜
	
	

	
	水管または煙管
	種　　　　　類
	材　　　　　料
	外　　　　　径
	厚　　　　　　　さ
	

	
	
	
	
	㎜
	㎜
	

	
	管寄せ
	材　　　　　料
	形　　　　　式
	内径（内法）または外径
	穴 が あ る 側 の 厚 さ
	

	
	
	
	
	㎜
	㎜
	

	
	過熱器
	形　　　　　式
	材　　　　　料
	過 熱 管 の 外 径
	過 熱 管 の 厚 さ
	

	
	
	
	
	㎜
	㎜
	

	
	節炭器
	形　　　　　式
	材　　　　　料
	節炭器用管の外径（鋳鉄製のものにあっては、内径）
	節 炭 器 用 管 の 厚 さ
	

	
	
	
	
	㎜
	㎜
	

	
	安全弁、逃がし弁
または逃がし管
	種　　　　　類
	形　　　　　式
	呼び径（逃がし管に
あっては、その内径）
	個　　　　　　数
	

	
	
	
	
	㎜
	
	

	
	
	
	
	㎜
	
	

	
	水面測定装置
	種　　　　　　　　類
	個　　　　　　　　数
	ガ ラ ス 管 の 内 径
	

	
	
	
	
	㎜
	

	
	
	
	
	㎜
	

	
	自動制御装置があ
るときはその概要
	
	

	製造者名および製造年月
	年     　　   月
	

	工作責任者氏名
	
	

	※水圧試験圧力
	MPa
	

	※検査場所および検査年月日
	年　　　　　月　　　　　日
	

	※検査者氏名印
	
	

	※摘　　　　　　　要
	
	


備考　１　「胴の長手継手の種類及び効率」の欄は、管穴があるときは、管穴部の効率を併記すること。
２　「安全弁、逃がし弁または逃がし管」の欄の「種類」の項には、ばね安全弁、逃がし弁等の別を、同欄の「形式」の項には、揚程式、全量式等の別を記入するものとし、安全弁にあってはその構造を示す図面を添付すること。
３　※印を付している欄は、申請者において記入しないこと。
４　ボイラーの構造を示す図面を添付すること。

様式第３号（第５条、第10条～第12条関係）乙
　（貫流ボイラー）
ボ　イ　ラ　ー　明　細　書
	
	
	

	種　　　　　　　　類
	
	検 査 済 印 欄
	

	最高使用圧力
	MPa
	
	

	最大蒸発量
	ton/hr
	
	

	ボイラーの構造
	伝熱面積
	㎡
	
	

	
	水　　　　　　管
	材　　　　　　　　　料
	外　　　　　　　　径
	
	

	
	
	
	㎜
	
	

	
	
	厚　　　　　　　　　さ
	周継手の方法
	
	

	
	
	㎜
	㎜
	
	

	
	管寄せ
	材　　　　　料
	内径または内法
	穴のある側の厚さ
	継手の方法
	

	
	
	
	㎜
	㎜
	
	

	
	気水分離器
	材　　　　　料
	胴の内径
	胴の長さ
	胴板の厚さ
	

	
	
	
	㎜
	㎜
	㎜
	

	
	過熱器
	形　　　　　式
	材　　　　　料
	過熱管の外径
	過熱器の厚さ
	

	
	
	
	
	㎜
	㎜
	

	
	節炭器
	形　　　　　式
	材　　　　　料
	節炭器用管の外径
（鋳鉄管にあっては、内径）
	節 炭 器 用 管 の 厚 さ
	

	
	
	
	
	㎜
	㎜
	

	
	安全弁、逃がし弁
または逃がし管
	種　　　　　類
	形　　　　　式
	呼び径（逃がし管に
あっては、その内径）
	個　　　　　　数
	

	
	
	
	
	㎜
	
	

	
	
	
	
	㎜
	
	

	
	自動制御装置
の概要
	
	

	製造者名および製造年月
	年        月
	

	工作責任者氏名
	
	

	※水圧試験圧力
	MPa
	

	※検査場所および
検　査　年　月　日 
	年　　　　月　　　　日
	

	※検査者氏名印
	
	

	※摘　　　　　　　要
	
	


備考
１　「安全弁、逃がし弁または逃がし管」の欄の「種類」の項には、ばね安全弁、逃がし弁等の別を、同欄の「形式」の項には、揚程式、全量式等の別を記入するものとし、安全弁にあってはその構造を示す図面を添付すること。
２　※印を付している欄は、申請者において記入しないこと。
３　ボイラーの構造を示す図面を添付すること。

様式第３号（第５条、第10条～第12条関係）丙
　（鋳鉄製ボイラー）
ボ　イ　ラ　ー　明　細　書
	
	
	

	形　　　　　　　　式
	
	検 査 済 印 欄
	

	最高使用圧力
	MPa
	
	

	
	伝熱面積
	㎡
	
	

	
	火格子面積
	㎡
	
	

	
	材　　　　　　料
	ねずみ鋳鉄品　　　　　種
	
	

	
	セクションの数
および組合せ後
の大きさ
	セクションの数
	組 合 せ 後 の 寸 法
	
	

	
	
	
	幅
	高さ
	奥行
	
	

	
	
	
	ｍ
	ｍ
	ｍ
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	セクションの
最小肉厚
	
	検査穴
	大　き　さ
	数
	

	
	
	
	
	㎜
	
	

	
	安全弁（温水ボイラーにあって①は、逃がし弁）またはこれに代わる安全装置
	種　類
	形　式
	呼び径（逃がし管にあっては、その内径）
	個　　数
	

	
	
	
	
	                          　　　　　     ㎜
	
	

	
	水面測定装置
	種　　　　　　　　類
	個　　　　　　　　数
	ガ ラ ス 管 の 内 径
	

	
	
	
	
	㎜
	

	
	
	
	
	㎜
	

	製造者名および製造年月
	年　　　　月
	

	工作責任者氏名
	
	

	※水圧試験圧力
	MPa
	

	※検査場所および
検　査　年　月　日
	年　　　　月　　　　日
	

	※検査者氏名印
	
	

	※適　　　　要
	
	


備考
　１　①の欄は、ばね安全弁、逃がし弁等の別を記入すること。
　２　※印を付している欄は、申請者において記入しないこと。
　３　ボイラーの構造を示す図面を添付すること。
様式第11号（第10条関係）
ボ イ ラ ー 設 置 届
	①事業の種類
	事 業 場 の 名 称
	事　業　場　の　所　在　地

	
	電話（　　　　　　　　）
	

	使用の目的
	

	ボイラー室
	②位　　　　置
	一階　　　　地階　　　　二階　　　　その他

	
	③構　　　　造
	木　造　　　鉄骨造
鉄筋コンクリート造

その他
	床　面　積
	延                   ㎡

	
	④ボイラーの外
側と天井（天井
がない場合は屋
根裏）との距離
	ｍ
	⑤ボイラーの外側と
ボイラー室の壁との
間の最短距離
	　　　　　　　　ｍ

	
	⑥出入口の構造
	外開き式　　引戸式
	出入口の数
	

	⑦燃焼室炉壁の構造
	普通れんが壁
空冷れんが壁
水冷壁
	 ⑧燃焼方式
	手だき　　　ストーカ　　　バーナ

燃　　焼　　　燃　焼

	⑨燃　　　　　　料
	石　炭　　微粉炭
重　油　　ガ　ス
その他
	給水装置
	種　　類
	給 水 能 力
	数

	
	
	
	
	      　ton/hr
	

	
	
	
	
	         ton/hr
	

	⑩給水加熱器
	有        無
	⑪連続ブロー装置
	有            無

	⑫自動制御方式
	全自動

燃焼系

その他
	⑬自動制御装置
	低水位燃料遮断装置　　燃焼安全装置

低水位警報装置　　　　その他

	⑬空気予熱機
	有　　　無
	煙　　　突
	⑯構　　　　　　造
	口径
	高さ

	
	
	
	鋼板製
鉄筋コンクリート

その他
	m
	m

	⑭ストレージタンク
	有　　　無
	
	
	
	

	設置工事を行う事業

場の名称（電話番号）およびその所在地
	
	据付工事作業主任者
の氏名および講習修
了証の番号
	

	設置工事落成
予定年月日
	年　　　　　月　　　　　日


　平成　　年　　月　　日
                                                          　　　　　　　　　　　 職
氏　名                   　　　　　　　     印
　　　滋賀県人事委員会委員長　様
備考　１　①の欄は、日本標準産業分類の中分類により記入すること。
　　　２　②、③および⑥～⑯の欄は、該当する事項に○印を付すること。
　　　３　⑤の欄は、本体を被覆したボイラーについては、記入する必要がない。
添付書類　１　ボイラー明細書（組立式ボイラー以外のボイラーについては、構造検査済の印または使用検査済の印を押したもの）

（様式第３号）
２　次の事項を記載した書面 　(1) ボイラー室（ボイラー則18条）およびその周囲の状況
(2) ボイラーおよびその配管の配置状況
(3) ボイラーの据付基礎ならびに燃焼室および煙道の構造
(4) 燃焼が正常に行われていることを監視するための措置
様式第15号（第14条、第59条関係）
（　　　　　　　　　　　　） 落 成 検 査 申 請 書
	種　　類
	
	構造検査または
使用検査の刻印番号
	

	最高使用圧力
	MPa　
	伝熱面積または内容積
	㎡・㎥　

	設置地
	

	設置届出年月日
	年　　　月　　　日

	受検希望日
	年       月       日


　平成　　年　　月　　日
                                                       職
                                                     氏　名                             印
　　滋賀県人事委員会委員長　様
備考　表題の（　）には、ボイラーまたは第一種圧力容器のうち該当する文字を記入すること。
様式第16号（第15条、第44条、第60条、第79条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　（　　　　　　　　　　　　） 検査証　　　　申請書
	事業場の所在地
	
	検査証番号
	第         号

	事業場の名称
	

	種　　　　　類
	

	最高使用圧力
	MPa

	伝熱面積または
内容積
	㎡・㎥

	再交付または
書替えの理由
	


　平成　　年　　月　　日
                                              　　　　　　　  職
                                            　　　　　　　  氏　名                      　  印
　　滋賀県人事委員会委員長　様
備考
１　表題の（　）の内には、ボイラーまたは第一種圧力容器のうち該当する文字を記入すること。
２  表題の再交付または書替のうち、該当しない文字は、抹消すること。
添付書類
１　検査証を滅失したときは、その旨を明らかにする書面
２  検査証を損傷したとき、または事業者もしくは事業場に変更のあったときは、当該検査証
様式第20号（第41条、第76条関係）
（　　　　　　　　　　　　）変　更　届
	事業の名称
	

	事業の所在地
	

	種 　　　　　　　　 類
	
	検　査　証　番　号
	第　　　　　号

	最高使用圧力
	MPa
	伝熱面積または内容積
	㎡・㎥

	変更する部分
	

	変更の理由
	

	変更工事を行う事業場の
名称（電話番号）
およびその所在地
	

	変更工事着手予定年月日
	年　　　　　　月　 　　　　 日

	変更工事完了予定年月日
	年　　　　　　月　 　　　　 日


　平成　　年　　月　　日
                             　　　　       　            　　　　　職
                                　　　　      　       　　　　　 氏　名             　　　         印
　　　　
　　滋賀県人事委員会委員長　様
備考　表題の（　）内には、ボイラーまたは第一種圧力容器のうち該当する文字を記入すること。
添付書類
　１　ボイラーまたは第一種圧力容器の検査証
　２　変更の内容を示す書面
様式第21号（第42条、第77条関係）
（　　　　　　　　　　　　）変 更 検 査 申 請 書
	種 　　　　　 類
	
	検査証番号
	第　　　　　号

	最高使用圧力
	MPa
	伝熱面積または内容積
	㎡・㎥

	変更届出年月日
	

	受　検　地
	

	受検希望日
	年　　　　　　月　 　　　　 日


　平成　　年　　月　　日
                             　　　　       　           　　　　 職
                                　　　　      　       　　　　 氏　名                   　　　　　  印
　　滋賀県人事委員会委員長　様
備考　表題の（　）内には、ボイラーまたは第一種圧力容器のうち該当する文字を記入すること。
様式第22号（第46条、第81条関係）
（　　　　　　　　　　　　）使 用 再 開 検 査 申 請 書
	種 　　　　　　 類
	
	検　査　証　番　号
	第　　　　　　号

	最高使用圧力
	MPa　
	伝熱面積または内容積
	㎡・㎥

	設置地
	

	有効期間
	自　　　年　　　月　　　日　　　　　至　　　年　　　月　　　日

	受  検  希  望  日
	年　　　　　　月　 　　　　 日


　平成　　年　　月　　日
                             　　　　       　         　　   職
                                　　　　      　      　　  氏　名       　　　　　　               印
　　　　　
　　滋賀県人事委員会委員長　様
備考
　1　表題の（　）内には、ボイラーまたは第一種圧力容器のうち該当する文字を記入すること。
　2　「有効期間」の欄は、検査証に記載されている最終の有効期間を記入すること。
　3　移動式ボイラーで、設置地と受検地とが異なる場合にあっては、「受検希望日」の欄に受検地を併記すること。
様式第23号（第51条、第56条、第57条関係）甲
　（鋼製ボイラー）
	第 一 種 圧 力 容 器 明 細 書
	
	

	種　　　　　　　　類
	
	検 査 済 印 欄
	

	形　　　　　　　　式
	
	
	

	①最高使用圧力
	MPa
	
	

	
	MPa
	
	

	最高・最低使用温度
	最　高
	℃　
	最　低
	℃　
	
	

	第一種圧力容器の構造
	内容積
	
	
	

	
	胴
	材　　　　　　　　　料
	最　　大　　内　　径
	
	

	
	
	
	㎜　
	
	

	
	
	長　　　　　　　　　さ
	板　　の　　厚　　さ
	
	

	
	
	㎜
	㎜　
	
	

	
	鏡板または管板
	材　　　　料
	形　　　　　式
	すみの丸みの内半径
	板の厚さ
	

	
	
	
	
	㎜　
	㎜　
	

	
	ふた板
	材　　　　料
	形　　　　　式
	板の厚さ
	フランジ部の厚さ
	

	
	
	
	
	㎜　
	㎜
	

	
	ステー
	種　　　　類
	材　　　　　料
	径
	胴、鏡板等との取付方法
	

	
	
	
	
	㎜　
	
	

	
	
	
	
	㎜　
	
	

	
	ふた板締付けボルト
	材　　　　　　　料
	呼び径
	数
	

	
	
	
	㎜　　　　
	
	

	
	銅の長手継手の
種類および効率
	
	

	
	マンホール、掃除
穴、検査穴等の大
きさおよび数
	種類
	大　　き　　さ
	数
	

	
	
	マンホール
	　　　　　　㎜　×           ㎜
	
	

	
	
	掃除穴
	　　　　　　㎜　×           ㎜
	
	

	
	
	検査穴
	㎜　
	
	

	
	管
	材　　　　　　　料
	外　　　　　　　径
	厚　　　　　　さ
	

	
	
	
	㎜
	㎜
	

	
	②安全弁またはこれ
に代わる安全装置
	種　　　類
	形　　　式
	呼び径
	個　　　数
	

	
	
	
	
	㎜
	
	

	
	
	
	
	㎜
	
	

	製造者名および製造年月
	年    　   月
	

	工作責任者氏名
	
	

	※水圧試験圧力
	MPa
	

	※検査場所および検査年月日
	年　　　月　　　日
	

	※検査者氏名印
	
	

	※摘要
	
	


備考
　１　①および②の欄は、間接加熱式第一種圧力容器にあっては、上欄は被加熱物側について、下欄は熱源側について、それぞれ記入すること。
　２　②の欄の「種類」の項には、ばね安全弁、逃がし弁等の別を、同欄の「形式」の項には、揚程式、全量式等の別を記入するものとし、圧力容器構造規格第126条第１項第２号および第３号の安全弁以外の安全弁にあってはその構造を示す図面を添付すること。
　３　※印を付している欄は、申請者において記入しないこと。
　４　第一種圧力容器の構造を示す図面を添付すること。
様式第24号（第56条関係）
第 一 種 圧 力 容 器 設 置 届
	①事業の種類
	事業場の名称
	事　業　場　の　所　在　地

	
	電話（　　　　　　　　）
	

	使用の目的
	

	②加熱の方法
	直火　 蒸気　 その他
	当該容器に受け入れまたは当該容器において発生する気体の名称
	

	圧力源の最高使用圧力
	MPa
	③圧力源と当該容器と
の間に減圧弁の有無
	有    無

	設置工事を行う事業場の名称
(電話番号)およびその所在地
	

	設置工事落成予定年月日
	年           月          日

	④参考事項
	


　平成　　　年　　　月　　　日
                                                                   職
氏　名                             印
　　滋賀県人事委員会委員長　様
備考
　１　①の欄は、日本標準産業分類の中分類により記入すること。
　２　②および③の欄は、該当する事項に○印を付すること。
　３　④の欄は、当該圧力容器に附属するコンデンサー、液体加熱器等があるときには、その名称を記入すること。
添付書類
　１　第一種圧力容器明細書（組立式以外の第一種圧力容器については、構造検査済の印または使用検査済の印を押したもの）（様式第23号）
　２　第一種圧力容器の設置場所の周囲の状況および配管の状況を記載した書面

様式第26号（第91条関係）
小 型 ボ イ ラ ー 設 置 報 告 書
	①事業の種類
	事 業 場 の 名 称
	事業場の所在地

	
	電話（　　　　　　　）
	

	使用の目的
	

	ボイラー室
	②構造
	木　造　　　鉄骨造
鉄筋コンクリート造
その他
	床面積
	延　　　　　　　　㎡

	
	③出入口の構造
	外開き式　引戸式
	出入口の数
	

	④燃焼室炉壁の構造
	普通れんが壁
空冷れんが壁

水冷壁
	⑤燃料方式
	手炊き　　ストーカ　　バーナ

　　　　燃焼　　　　燃焼

	⑥燃　　　　　　料
	石　炭　　重　油

ガ　ス　　その他
	給水装置
	種　　類
	給水能力
	数

	
	
	
	
	kg/hr　
	

	
	
	
	
	kg/hr　
	

	⑦給水加熱器
	有        無
	給水処理装置
	型　　式
	処理そうの
内径および長さ
	処 理 能 力

	
	
	
	
	㎜×　 ㎜　
㎜×　 ㎜　
	/hr　
/hr　

	⑧自動制御方式
	全自動
燃焼系
その他
	⑨インタロック装置
	低水位燃焼しゃ断
その他
失火時燃焼しゃ断

	⑩ストレージタンク
	有        無
	煙　　　　突
	⑪構　　　　　造
	口径
	高さ

	
	
	
	鋼板製
鉄筋コンクリート製
その他
	m
	m


　平成　　年　　月　　日
                                                           　　　　　  職
氏　名            　　　　            印
　　滋賀県人事委員会委員長　様
備考　　１　①の欄は、日本標準産業分類の中分類により記入すること。
　　　　２　②～⑪の欄は、該当する事項に○印を付すること。
添付書類　　１　小型ボイラーの構造図（機械等検定規則1条1項1号）
　　　　　　２　小型ボイラー明細書（機械等検定規則1条1項2号）
　３　小型ボイラーの設置場所の周囲の状況を示す図面
（参考様式例）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　）    　  　報　告　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	事業の名称
	

	事業の所在地
	

	種　　　　　類
	
	検　査　証　番　号
	第　　　　　　号

	最高使用圧力
	MPa
	伝熱面積または内容積
	㎡・㎥

	有効期間
	年　　月　　日　から　　　　　　年　　月　　日　まで

	休止期間
	年　　月　　日　から　　　　　　年　　月　　日　まで

	休止・廃止の事由
（廃止の期日）
	


　平成　　年　　月　　日
                                    　                 職
                                      　             氏　名                              印
　　滋賀県人事委員会委員長　様
　備考
１　表題の（　）内には、ボイラーまたは第一種圧力容器のうち該当する文字を記入すること。
２　表題の休止および廃止のうち、該当しない文字は、抹消すること。
３　休止の場合は、休止期間を記入し、検査証の裏書を受けること。
４　廃止の場合は、検査証を返還すること。
（参考様式例）
（　　　　　　　　　　　　）検 査 証 更 新 申 請 書
	 事業場の名称
	
	検査証番号
	   第　　　　　号

	事業場の所在地
	

	 種　　　　　　　類
	

	記載満了期日年月日
	                         年　　　　　月　　　　　日


　平成　　年　　月　　日
                                    　           　　　　　　　 職
                                      　     　　　　　　　   氏　名               　       印
　　滋賀県人事委員会委員長　様
　備考
１　表題の（　）内には、ボイラーまたは第一種圧力容器のうち該当する文字を記入すること。
２　「記載満了期日年月日」の欄は、検査証の有効期間の満了する日を記入すること。
（参考）
ボ イ ラ ー 定 期 自 主 検 査 記 録
	検査年月日

年　　　　　月　　　　　日
	検査者氏名
	取扱作業
主任者印
	事業者印

	検査項目および点検事項
	異 常
	状　態　お　よ　び　措　置

	
	有
	無
	

	本　体
	胴・鏡板・炉筒・鋳鉄製セクション・各管取付け部の損傷等
	
	
	

	
	水管・煙管の損傷等
	
	
	

	
	外囲い（ケーシングおよびれんが壁）の損傷等
	
	
	

	燃焼装置
	油加熱装置の損傷等
	
	
	

	
	燃料ポンプの作動状態および損傷等
	
	
	

	
	主バーナ本体の損傷等
	
	
	

	
	パイロットバーナ本体の損傷等
	
	
	

	
	油ストレーナの詰まりまたは損傷等
	
	
	

	
	耐火材およびバーナタイルの脱落、損傷等
	
	
	

	
	ストーカおよび火格子の損傷等
	
	
	

	
	押込、誘引通風機、ダンパの作動状態および損傷等
	
	
	

	
	煙道、煙突の損傷および通風圧の異常等
	
	
	

	
	爆発戸の損傷等
	
	
	

	
	サービスタンクの油面調整器・油面計の損傷等
	
	
	

	自動制御装置
	起動および停止の装置の作動状態
	
	
	

	
	火炎検出装置の検出機能および損傷等
	
	
	

	
	燃料遮断装置の作動状態および損傷等
	
	
	

	
	燃焼量・空気量制御装置の作動状態
	
	
	

	
	低水位遮断器の作動状態
	
	
	

	
	水位調節器の作動状態
	
	
	

	
	圧力制限器の作動状態および損傷等
	
	
	

	
	温度制限器の作動状態および損傷等
	
	
	

	
	圧力調節器および温度調節器の作動状態および損傷等
	
	
	

	
	電線接続端子部の緩み等
	
	
	

	附属装置および附属品
	過熱器の損傷等
	
	
	

	
	節炭器の損傷等
	
	
	

	
	空気予熱器の損傷等
	
	
	

	
	水処理装置の作動状況および損傷等
	
	
	

	
	給水ポンプの作動状態および損傷等
	
	
	

	
	給水タンクの低水位検出機構の作動状態等
	
	
	

	
	安全弁・逃がし弁・逃がし管
	
	
	

	
	圧力計・温度水高計の損傷等
	
	
	

	
	吹出装置の損傷等
	
	
	

	
	配管等の損傷等
	
	
	

	備　考
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（ 参 考 ）
第一種圧力容器　　　　　　　
第二種圧力容器　定期自主検査
化学設備第一種圧力容器　　　　　　　
	 検査年月日
 　　　　年　　　   月　　 　日
	 検査者氏名

                                           
	主任者印
	 事業者印

	検　査　項　目　お　よ　び　点　検　事　項
	異常


	状　態　お　よ　び　措　置

	
	有
	無
	

	本　体
	胴・ジャッケット・鏡板・ふた板等の割れ、摩耗、変形、損傷、腐食、 漏れ等の有無
	
	
	

	
	ケーシングの変形、変色、亀裂、腐食、損傷等の有無
	
	
	

	燃焼装置
	締付けボルト等の損傷、腐食、曲がり、摩耗、緩み等の有無
	
	
	

	
	クラッチドア・放射棒・上下スライド式等の締付け部の機能、変形、締付け、摩耗、腐食、損傷、緩み等の有無
	
	
	

	
	主バーナ本体の損傷等
	
	
	

	
	パイロットバーナ本体の損傷等
	
	
	

	
	油ストレーナの詰まりまたは損傷等
	
	
	

	
	耐火材およびバーナタイルの脱落、損傷等
	
	
	

	
	ストーカおよび火格子の損傷等
	
	
	

	
	押込、誘引通風機、ダンパの作動状態および損傷等
	
	
	

	
	煙道、煙突の損傷および通風圧の異常等
	
	
	

	
	爆発戸の損傷等
	
	
	

	
	サービスタンクの油面調整器・油面計の損傷等
	
	
	

	自動制御装置
	起動および停止の装置の作動状態
	
	
	

	
	火炎検出装置の検出機能および損傷等
	
	
	

	
	燃料遮断装置の作動状態および損傷等
	
	
	

	
	燃焼量・空気量制御装置の作動状態
	
	
	

	
	低水位遮断器の作動状態
	
	
	

	
	水位調節器の作動状態
	
	
	

	
	圧力制限器の作動状態および損傷等
	
	
	

	
	温度制限器の作動状態および損傷等
	
	
	

	
	圧力調節器および温度調節器の作動状態および損傷等
	
	
	

	
	電線接続端子部の緩み等
	
	
	

	附属装置および附属品
	過熱器の損傷等
	
	
	

	
	節炭器の損傷等
	
	
	

	
	空気予熱器の損傷等
	
	
	

	
	水処理装置の作動状態および損傷等
	
	
	

	
	給水ポンプの作動状態および損傷等
	
	
	

	
	給水タンクの低水位検出機構の作動状態等
	
	
	

	
	安全弁・逃がし弁・逃がし管の損傷等
	
	
	

	
	圧力計、温度水高計の損傷等
	
	
	

	
	吹出装置の損傷等
	
	
	

	
	配管等の損傷等
	
	
	

	備　考
	
	
	
	

	
	
	
	
	


４　クレーン等安全規則関係
様式第２号（第５条関係）
ク レ ー ン 設 置 届
	事業の種類
	

	事業の名称
	

	事業の所在地
	（電話　　　　　　　　　　）

	設   置   地
	

	種類および型式
	
	つり上げ荷重
	

	製造許可年月日
および番号
	年　　月　　日   第　　　号（　　　　　　　　　　）

	設置工事を行う
者の名称および

所在地
	（電話　　　　　　　　　　）

	設置工事落成
予定年月日
	　　　　　年　　　　　月　　　　　日


　　　年　　月　　日
                                        　　　　　　　　　職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 氏　名                    　　  　印
  滋賀県人事委員会委員長  様
備考
　１　「事業の種類」の欄は、日本標準産業分類（中分類）による分類を記入すること。
　２　「製造許可年月日および番号」の欄の（　　）内には、すでに製造許可を受けているクレーンと型式が同一であるクレーンについて、その旨を注記すること。
添付書類
　１　クレーン明細書（様式第３号）
　２　クレーンの組立図
　３　次の事項を記載した書面
(1) 構造部分の強度計算書
(2) 据え付ける箇所の周囲の状況および基礎の概要
(3) 走行するクレーンにあっては、走行する範囲
様式第４号（第６条、第97条、第141条、第175条関係）
（　　　　　　　　　　　　）落 成 検 査 申 請 書
	種類および型式
	
	つり上げ荷重
または積載荷重
	ｔ

	設置地
	

	設置届提出年月日
	年　　　　月　　　　日

	受検希望日
	年　　　月　　　日
	参考事項
	


  　　　年　　月　　日
                                        　　　　　　　　　 職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 氏　名           　　            印
  滋賀県人事委員会委員長  様
備考
１　表題の（　）内には、クレーン、デリック、エレベーターまたは建設用リフトの別を記入すること。
２　「参考事項」の欄は、申請者において記入しないこと。
様式第８号（第９条、第59条、第99条、第143条、第177条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（　　　　　　　　　）検査証　         申　請　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	種類および型式
	
	つり上げ荷重
または積載荷重
	t

	設置地
	

	事業の名称
	

	検査証番号
	第　　 　　　 号
	製造検査または
使用検査の刻印番号
	

	再交付または
書替の理由
	


   　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  氏　名                       印
  滋賀県人事委員会委員長  様
備考　
１　表題の（　　）内には、クレーン、移動式クレーン、デリック、エレベーターまたは建設用リフトの別を記入すること。
２　表題の「再交付」または「書替」のうち、該当しない文字は、抹消すること。
３「製造検査または使用検査の刻印番号」の欄は、移動式クレーンの場合に記入すること。
添付書類
　１　検査証を滅失したときは、その旨を明らかにする書面
　２　検査証を損傷したときは、または事業者もしくは事業場に変更のあったときは、当該検査証
様式第９号（第11条、第61条関係）
（　　　　　　　　　　　） 設　置　報　告　書
	事業の種類
	

	事業の名称
	

	事業の所在地
	（電話　　　　　　　　　）　

	設置地
	

	種類および型式
	

	つり上げ荷重
	ｔ　
	設置予定年月日
	年　　月　　日

	製造者名
	
	製造年月日
	年　　月　　日


   　　　年　　月　　日
                                              職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  氏　名                        印
  滋賀県人事委員会委員長  様
備考
　１　表題の（　）内には、クレーンまたは移動式クレーンの別を記入すること。
　２　「事業の種類」の欄は、日本標準産業分類（中分類）による分類を記入すること。
様式第12号（第44条、第85条、第129条、第163条、第197条関係）

（　　　　　　　　　　　　） 変　更　届
	事業の名称
	

	事業の所在地
	                               　　　（電話　　　　　　　　　　　）

	設置地
	
	検査証番号
	第　　　　　号

	種類および型式
	
	つり上げ荷重
または積載荷重
	ｔ

	変更する部分
	

	変更の理由
	

	変更工事を行う
者の名称および
所在地
	（電話　　　　　　　　　　）

	変更工事着手
予定年月日
	年　　月　　日
	変更工事完了
予定年月日
	年　　月　　日


　　　　年　　月　　日
                                                 職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  氏　名                       印
  滋賀県人事委員会委員長  様
備考　表題の（　　）内には、クレーン、移動式クレーン、デリック、エレベータまたは建設用リフトの別を記入すること。
添付書類
　１　クレーン、移動式クレーン、デリック、エレベーターまたは建設用リフトの検査証
　２　変更しようとする部分の図面
様式第13号（45条、第86条、130条、164条、198条関係）

（                         ） 変更検査申請書
	種類および型式
	
	つり上げ荷重
または積載荷重
	t

	変更届提出年月日
	年　　月　　日
	検査証番号
	第　　　　　号

	受検地
	（電話　　　　　　　　　　　　　）

	受検希望日
	年　　月　　日
	参考事項
	


     　　年　　月　　日
                                              　　職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 氏　名                       印
  滋賀県人事委員会委員長  様
備考
１　表題の（　　）内には、クレーン、移動式クレーン、デリック、エレベータまたは建設用リフトの別を記入すること。
２　「参考事項」の欄は、申請者において記入しないこと。
様式第14号（第49条、第90条、第134条、第168条関係）
（　　　　　　　　　　） 使用再開検査申請書
	種類および型式
	
	つり上げ荷重
または積載荷重
	ｔ

	検査証番号
	第　　　　　号
	検査証の
有効期間
	年　月　日から　　　年　月　日 まで

	設置地
	

	受検希望日
	年　　　　　月　　　　　日

	休止していた期間
	年　　月　　日から　　　　　　年　　月    日まで

	参考事項
	


   　　年　　月　　日
                                               　　　　　　　　 　 職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　氏　名  　　　                    印
   滋賀県人事委員会委員長  様
備考
　１　表題の（　）内には、クレーン、移動式クレーン、デリックまたはエレベーターの別を記入すること。
　２　「検査証の有効期間」の欄は、検査証に記載されている最後の有効期間を記入すること。
　３　移動式クレーンで設置地と受検地が異なる場合にあっては、「受検希望日」の欄に受検地を併記すること。
　４　「参考事項」の欄は、申請者において記入しないこと。
（参考様式例）
（クレーン則第48条、第52条、第89条、第93条、第133条、第137条、第167条、第171条、第201条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（　　　　　　　　　　　）          報　告　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	種類および型式
	
	つり上げ荷重
または積載荷重
	ｔ

	検査証番号
	第　　　　　　　　　　号

	事業の所在地
	

	事業の名称
	

	休止または廃止
の理由
	

	検査証の有効期間
	年　　月　　日まで
	廃止年月日
	年　　月　　日

	休止期間
	年　　月　　日から  　　　　年　　月　　日まで


    年　月　日
                                           　　　　　　　   職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  氏　名               　　      　印
　滋賀県人事委員会委員長  様
備考
１　表題の（　　）内には、クレーン、移動式クレーン、デリック、エレベーターまたはゴンドラの別を記入すること。
２　表題の「休止」または「廃止」のうち、該当しない文字は、抹消すること。
３　「検査証の有効期間」の欄には検査証に記載されている最後の有効期間を記入すること。
４　「廃止年月日」の欄は、廃止の場合のみ記入すること。「休止期間」の欄は休止の場合のみ記入すること。
５　報告の際は、検査証を添付すること。
５　ゴンドラ安全規則関係
様式第10号（第10条関係）
ゴ　ン　ド　ラ　設　置　届
	事業の種類
	

	事業の名称
	

	事業場の所在地
	（電話　　　　　　　　　　　　　）

	設置地
	

	種類および型式
	
	積 載 荷 重
	ｔ

	製造検査または
使用検査の刻印番号
および検査年月日
	第　　　　　号　　　　　　年　　月　　日

	使用目的
	

	設置工事を行う者の
名称および所在地
	（電話　　　　　　　　　　　　　）


   　　年　　月　　日
                                        　　　　　　　　　職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  氏　名         　　　             印
  滋賀県人事委員会委員長  様
備考　「事業の種類」の欄は、日本標準産業分類（中分類）による分類を記入すること。
添付書類
　１　ゴンドラ明細書（製造検査済または使用検査済の印を押したもの）
　２　ゴンドラ検査証
　３　次の事項を記載した書面
　　(1)ゴンドラの組立図　 (2)据え付ける箇所の周囲の状況　(3)固定方法
様式第12号（第28条関係）
ゴ ン ド ラ 変 更 届
	事業の名称
	

	事業場の所在地
	（電話　　　　　　　　　　　　　）

	設　　置　　地
	
	検査証番号
	第    　    号

	種類および型式
	
	積載荷重
	ｔ

	変更する部分
	

	変更の理由
	

	設置工事を行う者の
名称および所在地
	（電話　　　　　　　　　　　　　）


  　　　年　　月　　日
                                        　　　　　　　　　職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  氏　名              　　       　印
  滋賀県人事委員会委員長  様
添付書類
　１　ゴンドラ検査証
　２　変更しようとする部分（ワイヤロープを除きます。）の図面
様式第13号（第29条関係）
ゴ ン ド ラ 変 更 検 査 申 請 書
	種類および型式
	
	積載荷重
	ｔ

	変更届提出年月日
	年　　月　　日
	検査証番号
	第　　　　　号

	受検地
	
	
	

	受検希望日
	年　　月　　日
	参考事項
	


  　　　　年　　月　　日
                                        　　　　　　　 　職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   氏　名                 　　　    　印
  滋賀県人事委員会委員長  様
備考　「参考事項」の欄は、申請者において記入しないこと。
様式第14号（第33条関係）
ゴ ン ド ラ 使 用 再 開 検 査 申 請 書
	種類および型式
	
	積載荷重
	ｔ

	検査証番号
	第　　　　　号
	検査証の有効期限
	年     月　　日から
年　  月     日まで

	設置地
	

	受検希望日
	年　　　　月　　　　日

	休止していた期間
	年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで

	参考事項
	


 　　　 年　　月　　日
                                        　　　　　　　　　職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  氏　名          　　           　印
  滋賀県人事委員会委員長  様
備考
　１　「検査証の有効期間」の欄は、検査証に記載されている最終の有効期間を記入すること。
　２　 設置地と受検地が異なる場合にあっては、「受検希望日」の欄に受検地を併記すること。
　３　「参考事項」の欄は、申請者において記入しないこと。
６　有機溶剤中毒予防規則関係
様式第１号（第４条関係）
有機溶剤中毒予防規則一部適用除外認定申請書
	事業の種類
	事 業 場 の 名 称
	事 業 場 の 所 在 地

	
	
	電話（　　　　）

	労働者数
	人

	申請に係る有機溶剤業務
従事労働者数
	人

	申請に係る有機溶剤業務の概要
	

	申請に係る有機溶剤業務
において使用する有機溶
剤等の種類および量
	種　　　類
	消　　　費　　　量

	
	
	


  　　　年　　月　　日
                                        　　　　　　　　　　　職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 氏　名                 　　　     　印
  滋賀県人事委員会委員長  様
備考
１　「事業の種類」の欄は、日本標準産業分類の中分類により記入すること。
２　「種類」の欄は、有機溶剤中毒予防規則第１条第１項第３号から第５号までに掲げる有機溶剤等の区分により記入すること。
３　「消費量」の欄は、有機溶剤中毒予防規則第３条第１項第１号に該当するときは、作業時間１時間に消費する有機溶剤等の量を、同項第２号に該当するときは、１日に消費する有機溶剤等の量を記入すること。
４　この申請書に記載しきれない事項については、別紙に記載して添付すること。
添付書類　作業場の見取図
様式第２号（第13条関係）
局 所 排 気 装 置 設 置 等 特 例 許 可 申 請 書
	事業の種類
	事業場の名称
	事 業 場 の 所 在 地

	
	
	電話（　　　）

	労働者数
	人

	申請に係る有機溶剤業務
従業労動者数
	人

	申請に係る有機溶剤業務
の概要
	

	許可を受けようとする理由
	

	許可を受けようとする期間
	年　　　月　　　日　～　　　　年　　　月　　　日

	参考事項
	


  　　　年　　月　　日
                                      　  　　　　　　　　　　職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 氏　名         　      　　       　印
  滋賀県人事委員会委員長  様
備考
　１　「事業の種類」の欄は、日本標準産業分類の中分類により記入すること。
　２　「参考事項」の欄には、有機溶剤中毒予防規則第５条または第６条第２項の規定による設備に替えて講ずる措　　置の概要を記入すること。
添付書類　作業場の見取図
様式第４号（第31条関係）
有機溶剤等健康診断特例許可申請書
	事業の種類
	事業場の名称
	事 業 場 の 所 在 地

	
	　　　　　　　　　　　　　　
	　電話（　　　）

	労働者数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

	申請に係る有機溶剤業務
 従事労働者数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

	 申請に係る有機溶剤業務
の概要
	

	許可を受けようとする理由
	

	申請に係る有機溶剤業務に
おいて使用する有機溶剤の
種類および量
	

	申請に係る有機溶剤業務等
の作業方法および作業時間
	


  　　　年　 　月　 　日
                                        　　　　　　           職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      氏　名              　           　印
  滋賀県人事委員会委員長  様
備考
　１「事業の種類」の欄は、日本標準産業分類の中分類により記入すること。
　２　この申請書に記載しきれない事項については、別紙に記載して添付すること。
添付書類
　１　作業場の見取図
　２　作業場に換気装置その他有機溶剤の蒸気の発散を防止する設備が設けられているときは、当該設備等を示す図面およびその性能を記載した書面
　３　当該有機溶剤業務に従事する労働者について、申請前３年間に行った有機溶剤中毒予防規則第29条第２項、第３項または第５項の健康診断の結果を証明する書面
様式第25号（別表第７関係）
局　所　排　気　装　置　摘　要　書
	別表第７の区分
	

	対象作業工程名
	

	局所排気を行うべき物質の名称
	

	局所排気装置の配置図および
排気系統を示す線図
	

	フード
	番　　　　　　　号
	
	
	
	
	

	
	型　　　　　　　式
	囲い式
外付け式
（側方、下方、上方）
レシーバー式
	囲い式
外付け式
（側方、下方、上方）
レシーバー式
	囲い式
外付け式
（側方、下方、上方）
レシーバー式
	囲い式
外付け式
（側方、下方、上方）
レシーバー式
	囲い式
外付け式
（側方、下方、上方）
レシーバー式

	
	制御風速（m/s）
	
	
	
	
	

	
	排風量（㎥/min）
	
	
	
	
	

	
	フードの形状、寸法、
発散源との位置関係

を示す図面
	
	
	
	
	

	局所排気装置の設計値
	装置全体の圧力損失
(hPa)および計算方法
	

	
	ファン前後の速度圧差

（hPa）
	
	ファン前後の静圧差
（hPa）
	

	設置ファン等の仕様
	排風機
	最大静圧（hPa）
	
	ファン型式
	ターボ
ラジアル
リミットロード
エアホイル
シロッコ
遠心軸流
斜流
アキシャル
ガイドベーン（有、無）
その他（　　　）

	
	
	ファン静圧（hPa）
	
	
	

	
	
	排風量（㎥/min）
	
	
	

	
	
	回転数（rpm）
	
	
	

	
	
	静圧効率（％）
	
	
	

	
	
	軸動力（kW）
	
	
	

	
	ファンを駆動
する電動機
	型式
	
	定格出力
（kW）
	
	相
	電圧（Ｖ）
	定格周波数（Hz）
	回転数（rpm）

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	空気清浄装置
	定格処理風量（㎥/min）
	
	圧力損失の大きさ（hPa）
	（定格値）　　　（設計値）

	
	除じん装置
	前置き除じん装置

の有無および型式
	有　（型式　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　無

	
	
	主方式
	
	粉じん取出方法
	

	
	
	形状および寸法
	
	
	

	
	
	集じん容量（g/h）
	
	粉じん落とし

機　　　　構
	有（自動式・手動式）

無

	
	排ガス処理装置
	ガス中に液を分散させる方式
ガス・液ともに分散させる方式
液中にガスを分散させる方式
吸着方式
その他（　　　　　　　　　）
	吸収液または吸着剤
	水
水酸化ナトリウム
消　　石　　炭

アンモニア水
硫　　　　　　酸
活性炭
その他（　　　）
	処理後の措置
	再生・回収
焼　　　　　　　　　　　却
埋　　　　　　　　　　　没

廃棄物処理業者への委託処理
その他


備考
１　「別表第７の区分」の欄には、当該局所排気装置に該当する別表第７の項の番号を記入すること。
２　別表第７の24の項の局所排気装置にあっては、「対象作業工程名」の欄に粉じん障害防止規則別表第２の号別区分を記入すること。
３　「フード」の欄には、各フードごとに番号を記入し、型式については該当するもの（外付け式のフードにあっては、吸引方向）に○を付するとともに、所要事項を記入すること。
４　「設置ファン等の仕様」の欄の排風機のうち、「最大静圧」以外は、ファンの動作点の数値を記入すること。「ファン型式」の欄は、該当するものに○を付すること。
５　別表第７の13の項の局所排気装置にあっては、「空気清浄装置」の欄は記入を要しないこと。また、同表の14の項または24の項の局所排気装置にあっては、「空気清浄装置」の欄のうち除じん装置の欄のみ記入すること。
６　「空気清浄装置」の欄のうち「排ガス処理装置」、「吸収液または吸着剤」および「処理後の措置」の欄は、該当するものに○を付すること。
７　「空気清浄装置」の欄のうち排ガス処理装置については、その図面を添付すること。
８　この摘要書に記載しきれない事項は、別紙に記載して添付すること。
様式第26号（別表第７関係）
プ ッ シ ュ プ ル 型 換 気 装 置 摘 要 書
	対象作業工程名
	

	換気を行うべき物質の名称
	

	プッシュプル型換気装置の型式等
	型　　　　式
	密閉式（送風機（有・無））・ 開放式

	
	気流の向き
	下降流 ・ 斜降流 ・ 水平流 ・ その他（　　　　）

	プッシュプル型換気装置の配置
図および給排気系統を示す線図
	

	フード等
	吹出し開口面面積（㎡）
	
	吸込み開口面面積（㎡）
	

	
	吹出し開口面風速(m/s)
	
	吸込み開口面風速（m/s）
	

	
	吹出し風量（㎥/min）
	
	吸込み風量（㎥/min）
	

	
	吹出し側フード、吸込み
側フードおよびブースの
構造を示す図面
	

	
	給　　　　気　　　　側
	排　　　　気　　　　側

	プッシュプル型
換気装置の設計値
	装置全体の圧力損失
(hPa)および計算方法
	
	

	
	ファン前後の速度圧差
（hPa）
	
	

	
	ファン前後の静圧差
（hPa）
	
	

	
	
	
	

	置ファン等の仕様
	送風機等
	ファン型式
	ターボ、ラジアル、リミットロード、エアホイル、シロッコ、遠心軸流、斜流、アキシャル、
ガイドベーン（有、無）、その他（　　　　）
	ターボ、ラジアル、リミットロード、エアホイル、シロッコ、遠心軸流、斜流、アキシャル、
ガイドベーン（有、無）、その他（　　　　）

	
	
	最大静圧(hPa)
	
	

	
	
	ファン静圧(hPa)
	
	

	
	
	送風量および
排風量(㎥/min)
	
	

	
	
	回転数(rpm)
	
	

	
	
	静圧効率(％)
	
	

	
	
	軸動力(kW)
	
	

	
	ファンを駆動する電動機
	型　　　　　式
	
	

	
	
	定格出力(kW)
	
	

	
	
	相
	
	

	
	
	電圧(Ｖ)
	
	

	
	
	定格周波数(Hz)
	
	

	
	
	回転数(rpm)
	
	

	
	
	
	
	

	除じん装置
	置き除じん装置の

有無および型式
	有　　（型式　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　無

	
	主方式
	
	粉じん取出方法
	

	
	形状および寸法
	
	
	

	
	集じん容量（g/h）
	
	粉じん落とし機構
	有（自動式・手動式）
無


備考
１　「プッシュプル型換気装置の型式等」の欄は、該当するものに○を付すこと。
２　送風機を設けないプッシュプル型換気装置については、「給気側」の欄の記入を要しないこと。
３　吹出し側フード、吸込み側フードおよびブースの構造を示す図面には、寸法を記入するとともに、別表第７の24の項のプッシュプル型換気装置にあっては、換気区域を明示すること。
４　「ファン型式」の欄は、該当するものに○を付すこと。「最大静圧」の欄以外は、ファンの動作点の数値を記入すること。
５　別表第７の13の項のプッシュプル型換気装置にあっては、「除じん装置」の欄は記入を要しないこと。
６　この摘要書に記載しきれない事項は、別紙に記載して添付すること。
７　鉛中毒予防規則関係
様式第１号（第４条関係）　
鉛 業 務 一 部 適 用 除 外 認 定 申 請 書
	事業の種類
	

	事業場の名称
	

	事業場の所在地
	電話（　　　　）

	労働者数
	人

	申請に係る鉛業務従事労働者数
	人

	申請に係る鉛業務の概要
	

	申請に係る鉛業務に関する
機械、器具その他の設備
	


　　　年　　月　　日
                                        　　　　          　　職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    氏　名                     　       　印
  滋賀県人事委員会委員長  様
備考
　１　「事業の種類」の欄は、日本標準産業分類の中分類により記入すること。
　２　「申請に係る鉛業務の概要」の欄は、具体的に記入すること。
　３　この申請書に記載しきれない事項については、別紙に記載して添付すること。
添付書類　作業場の見取図
８　特定化学物質等障害予防規則関係
様式第１号（第６条関係）　
特定化学物質等障害予防規則一部適用除外認定申請書
	事業の種類
	

	事業場の名称
	

	事業場の所在地
	電話（　　　　）

	労働者数
	人

	申請に係る作業従事労働者数
	人

	申請に係る第二類物質の名称
および製造量または摂取量
	名　　　　　　　称
	

	
	製造量または取扱量
	／月

	申請に係る作業の内容
	

	申請に係る作業場における
第二類物質の濃度測定結果
	


  　　　年　　月　　日
                                        　　　　        　　職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  氏　名               　              　印
  滋賀県人事委員会委員長  様
備考
　１　「事業の種類」の欄は、日本標準産業分類の中分類により記入すること。
　２　申請に係る作業場の見取図および申請に係る装置の仕様書を添付すること。
　３　第二類物質の濃度測定結果については、測定方法、測定回数および測定者名も記入すること。
　４　申請に係る物質について特定化学物質等障害予防規則第39条第１項の規定により行った健康診断の結果を添付すること。
　５　この申請書に記載しきれない事項については、別紙に記載して添付すること。
添付書類　作業場の見取図
様式第11号（第53条関係）
特 別 管 理 物 質 関 係 記 録 等 報 告 書
	事業の種類
	

	事業場の名称
	

	事業場の所在地
	電話（　　　　）

	製造し、または取り扱った
特別管理物質の名称
	


  　　　年　　月　　日
                                     　　　　   　　　　　　　職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  氏　名          　   　　　         　印
  滋賀県人事委員会委員長  様
備考
　１　「事業の種類」の欄は、日本標準産業分類の中分類により記入すること。
　２　この報告書に記載しきれない事項については、別紙に記載して添付すること。
添付書類
　１　次の記録またはその写し
　　(1) 特化則第36条第３項の測定の記録
　　(2) 特化則第38条の４の作業の記録
　　(3) 特化則第40条第２項の特定化学物質等健康診断個人票
　２　特定化学物質等健康診断個人票またはその写し
９　電離放射線障害防止規則関係
様式第６号（第61条関係）
ガ ン マ 線 透 過 写 真 撮 影 作 業 届
	事業場の名称
	
	事業場の
所在地
	電話（　　　　）

	使用する透過写真
撮影用ガンマ線
照射装置の概要
	製造者の
氏名または

名称
	
	型式および
製造番号
	
	放射線源送出し装置
	有

無
	台数
	台

	
	所有者
	電話（　　　　）

	
	収納されて
いる放射性
物質の種類
物質の種類
	
	収納されて
いる放射性
物質の数量
	ベクレル 

	透過写真の撮影の
作業の概要
	注文者
	電話（　　　　）

	
	作業場の
所在地
	

	
	作業の期間
	年　　月　　日　　　～　　　　年　　月　　日　　

	
	作業者数
	人
	作業者主任者
の氏名
	
	作業者主任者
の免許番号
	第　　　号

	
	被撮影物
	

	放射線障害防止の
ための措置の概要
	


  　　　年　　月　　日
                                       　　　　　 　　　　　　　職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  氏　名       　　　               　印
  滋賀県人事委員会委員長  様
備考
　１　「放射線源送出し装置」の欄には、該当するものに○印を付すること。
　２　「所有者」の欄には、事業者と所有者が異なる場合に、所有者の氏名または名称、住所および電話番号を記入すること。
　３　「収納されている放射性物質の数量」の欄には、この届を提出する際の数量を記入すること。
　４　「注文者」の欄には、注文者の氏名または名称、住所および電話番号を記入すること。
　５　「被撮影物」の欄には被撮影物の種類、形状、大きさ、数量等を、「放射線障害防止のための措置の概要」の欄には放射線障害防止のために講ずる措置を具体的に記入すること。
添付書類
　１　管理区域を示す図面
　２　管理区域付近の見取図
様式第27号（別表第７関係）
放　射　線　装　置　摘　要　書
	事業場の名称
	

	放射線装置
	種　　　　　　類
	

	
	用　　　　　　途
	

	
	台　　　　　　数
	

	
	性　　　　　　能
	

	上欄の放射線装置による
健康障害を防止するため
の設備の概要
	


備考
１　「種類」の欄には、次の区分により記入すること。
エックス線装置……医療用エックス線装置、工業用等エックス線装置
荷電粒子を加速する装置……サイクロトロン、ベータトロン、シソクロトロン、シンクロサイクロトロン、ファンデグラーフ型加速装置、コッククロフトワルトン型加速装置、直線加速装置、その他
放射性物質を装備している機器……ガンマ線照射装置、その他の放射性物質を装備している機器
エックス線管もしくはケノトロンのガス抜きまたはエックス線の発生を伴うこれらの検査の装置……ガス抜き等の装置
２　「用途」の欄には、次の区分により記入すること。
医療用のエックス線装置……診療用、治療用
工業用等のエックス線装置……非破壊検査用（撮影用）、非破壊検査用（透視用）、その他
荷電粒子を加速する装置……医療用、非破壊検査用、その他の研究用
放射性物質を装備している機器……医療用、非破壊検査用、その他の研究用、その他
３　「性能」の欄には、次の事項を記入すること。
エックス線装置……定格出力
荷重粒子を加速する装置……放射線の種類、得られるエネルギー（MeV）
放射性物質を装備している機器……装備される放射性物質中の放射性同位元素の種類および数量（ベクレル）
４　「上欄の放射線装置による健康障害を防止するための設備の概要」の欄には、当該放射線装置を設備する室の壁、床等の構造および材料ならびに警報装置、放射線測定器の種類、型式および台数等について記入すること。
10　粉じん障害防止規則関係
様式第２号（第９条関係）
粉じん障害防止規則一部適用除外認定申請書
	事　業　の　種　類
	事　業　場　の　名　称
	事　業　場　の　所　在　地

	
	
	（電話　　　　　　　　　）

	認定
申請
作業
	別表第１の号別区分
	作　業　の　内　容
	従　事　労　働　者　数

	
	
	
	

	特定粉じん発生源を有する
機械または設備の概要
	

	設備等を設けることが
困難である理由
	

	使用する呼吸用保護具の種類
	


  　　　　年　　月　　日
                                  　　　　      　　　　　　　職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  氏　名       　   　　            　印
  滋賀県人事委員会委員長  様　　
備考
　１　「事業の種類」の欄は、日本標準産業分類の中分類により記入すること。
　２　「特定粉じん発生源を有する機械または設備の概要」および「設備等を設けることが困難である理由」の欄は、具体的に記入し、写真、図面等を添付すること。
　３　この申請書に記載しきれない事項については、別紙に記載して添付すること。
添付書類　作業場の見取図
11　石綿障害予防規則関係
様式第６号（第49条関係）
石 綿 関 係 記 録 等 報 告 書
	事業の種類
	

	事業場の名称
	

	事業場の所在地
	


　　　年　　月　　日　
                                     　　　　   　　　　　　　職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  氏　名        　　　  　            　印
  滋賀県人事委員会委員長  様
備考
　１　「事業の種類」の欄は、日本標準産業分類の中分類により記入すること。
　２　この報告書に記載しきれない事項については、別紙に記載して添付すること。
除　外　認　定　申　請　書
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